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ま え が き

この繭査報告書は､社団法人海外農業開発jンサルタンツ協会の委嘱を受けて実施したブー

タン王国における下記2案件に関するプロジェクトファインディング調査の結果を取りまとめ

′

たものである｡このうち､前者案件は､平成4年度に実施した案件であり､今年度はブータン

国からの要請によって事業実施に向けてのフォローアップとして細部の協議を行った｡

｢農業涜通システム登備計画+ (小規模プロジェクト事前調査事業)

ぐme Agricultural Marketing System hprovement Pro)'ect: AMSIP)

｢農業資源総合園発計画調査+ (プロジェクトファインディング基礎調査)

(¶leRenewable NaturalResources Development Project:RNRDP)

この調査の実施に当り, ADECAは平成5年12月1 1日から同年12月22日までの12日間､下記

の2団員をブータン王国に派遣して調査をおこなった｡

石川 尚

三部 信雄

北海道開発コンサルタント株式会社 海外事業部

北海道開発コンサルタント株式会社 海外事業部

調査団はこれら計画の実施機関である農業省,ブータン食糧公社および関連機関と協議を行うとともに

プロジェクト対象地の現地調査を行い､現状の把握と資料の収集を行った｡協議の中では､計画の詳細な

内容や優先度､熟度などを確認するとともに日本の経辞協力の可能性を検討した｡

農業はブータン国の最も主要な産業である｡全就業者の90%が農業に従事し,農業部門は国内総生産額

の約45%を占めている｡しかし､農業生産の現状は恵まれない土地条件とも関連して､生産性が低く､一

方では人口増加に伴って自然環境への悪影響も懸念されている｡国家開発計画では､農業部門を一貫して

重視し､農業の開発により農家収入の増加と生活水準の向上を計画の目標とし､食糧の自給達成､および

換金仲物の増産と市場淀通基準の改善によって輸出による外貨獲得にカを入れている｡一方,環境保全､

資源の持続的活用を基本方針に､畜産と林業を含めた農業部門を持続的天然資源部門(Renewable Natural

Resources Sector)として開発計画をすすめている｡

調査団はこの調査に実施に当り､関係機関から多大な御協力を清くとともに,貴重な情報､助言を得る

ことができた｡諸機関､関係者の方々に深く謝意を表するとともに､これらの計画が日本政府の経済協力

によって早急に実施されることをことを望んでおります｡

平成6年1月
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第1革 ブータン国の概要､

1.1自然条件および社会経済条件

(1)国土面積

ブータン王国は北部をヒマラヤ山系を隔てて中国チベット自治区と､その他はインドと国境を接す

る内陸国である｡国土の全面積は46,500km2､ヒマラヤ山脈南蔑の山岳国であるため標高は約200mか

ら7,500mに及び､国土のほとんどは急峻な山岳地形からなる｡ブータンの主要4河川(Amochd､

woJlgChu､ SankoshおよびManas川)はヒマラヤを源涜として急勾配でブータン国内を南涼し､インド

との国境から平地に達し､さらに下流でバングラデイシュのガンジス河デルタに涜入している｡これ

らの河川は一般に深い渓谷を形成しているが､流量は年間を通して比較的豊富であり水力発電や港渦

開発のポテンシャルも高い｡居住可能地は国土の南部の約2/3､膚高3,500m以下の地域に限らる｡

集落は低平地や緩斜面に位置するが､それぞれの集落は､標高が高く急峻な地形で分断されている｡

平地は渓谷沿いに形成された河川沖積他のみで,わずか教%程度の面積に過ぎない｡

(2)気象

北緯27-28度に位置するため亜熱帯の気候帯に属するが､標高差によって南部の湿潤熱帯性気候,

中部の温帯性気候､北部の高山寒冷地性の気候が分布している｡気象､地形､標高などの複雑な環境

下で多様な生態系が形成されている｡ヒマラヤ高山寒冷地帯から南部山麓の湿潤熱帯に到る種々の環

境条件は複雑多様で貴重な生態系や植物相を出現させ､かつ､これらは比較的よく保存されている｡

また,気候条件と地形条件に適した多様な土地利用と農業生産活動が展開されている｡標高2,000皿

以下の地域ではモンスーン型亜熱帯性気候のもとで熱帯性作物の栽培が行われ,標高2,500から

3,500mの地帯では温帯性気候のもとで温帯性の各種作物の栽培がおこなわれている｡年間降水量は

南部のインド国境付近で最も多く3,000-5,000rrLm､南部の山鹿地帯で1,200-2,000rnm､中部のティ

ンプー､パロ､タシガンなどの渓谷集落地で500-1,000rrm程度､さらに北部高山地帯では500mm以

下に減少する｡モンスーン性気象条件のため,ほとんどの地域でかなり明瞭な乾季と雨季がある｡雨

季は6月から9月の間で､この4箇月間に年間降水量の60-70%カ‡集中する｡放して季節は明瞭で温

暖/高温乾燥の春季(3-5月)
､高温湿潤の夏季(6-9月) ､温暖/低温乾燥の冬季(10-2月)

に区別される｡主要地点の年間降水量と平均気温は表1に示すとおりである｡



表1 主要地点の気象

額測地点名 標高 年平均最高気温年平均最低気温 年間降水量

(℃) (

20.9

21.3

24.3

28.2

表2 ブータン国の土地利用

.C) (mm)

7.3 810

7.5 580

14.0 790

19.8 2,770

¶1血phtl

Paro

Wandghi

Daifam

(m)

2,400

2,300

1,300

400

A血(km2)辿丑匹+____________⊥_____
Non-Forested

Non-agricultural

Perpetualsnow/glaciers

Barren expsed all r∝ky area (atx)ve3500m)

BazTen land, grassland ad scrubs (below 3500m)

W瓜er甲reads

TotalNon- agricultural

Agdcd tural

Valley cdtivation (slope less 30%)

Tem∝d nlltivation (Slopemorethan 30%)

01d.shifting cultivation (Tsheri)

TotalAgricultural

Total Non-forested

Forested

Tree oover

Fir

Mixed conifer

Bhe pne

Chir pine

Eazdwd mixed withconifers

bwland ba仙(trppicalaxl sub-tropical)

Upl皿d hardd (temperate)

Wed forest

Pl antations

TotalTree cover

Odler

Alpine
pasturdmeadows

Alpine scrub (血ddendrrcn, jtmiper,scrubs)

Totalother

Total Forested

Total Surveyed Az%

4,006

3,456

307

523

8.292

649

1,759

1,150

3,559

1ユ,851

2,956

4.85

755

1,292

2,193

8,726

3,514

1.416

27

25,734

748

1,918

2,666

28,399

40,250

%

10.0

8.6

0.7

1.3

26.6

1.6

4.4

2.8

8.8

29.4

7.3

12.1

1.9

3.2

5.5

21.7

8.7

3.5

0.1

64.0

1.9

4.7

6.6

70.6

100.0

Area Not Yet Surveyed 6,250

Total A柁A吐

出典: statistical Yearbook of Bhutan, Lmduse survey caded out by Department of Forestry, 1983
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(3)土地利用および農用地面積

土地利用の現況は表2に示すとおりである｡林地面積は国土面積の約70%､農用地面積は焼畑面積

を含めて約9%､雪氷地や裸地などその他の面積は約21%の比率となっている｡林地面積のうち約

90%は森林で覆われている｡針葉樹および混交林が林地面積の43%､亜熱帯性および温帯性の広葉樹

林が57%を占めている｡農用地面積約3,560km2のうち､渓谷内の比較的平坦な耕地面積(傾斜30%以

下)は約650km2､傾斜地のテラス状耕地面積(傾斜30%以上)は約1,760kJn2､主に西部山岳地帯で営

まれている焼畑面積は約1,150km2となっており､極めて厳しい地形条件下で農業生産が行われている

ことを示している｡

なお､第7次5カ年計画では､林業開発のマスタープラン調査の結果として､南部地域を中心に入

植と林地の荒廃により､森林面積はすでに国土総面積の56.8%に減少しており､また､
,耕地面積は

下記のように示されている｡

耕地区分

谷底平野耕地

テラス状耕地

傾斜(非テラス)耕地

焼畑耕地

樹園地

合計

面積(1000ba)

4(～

204

304

75

19

648

地域別の農用地面積は中央統計事務所の農業調査の結果として表3に示すように合計257,300血aと

して発表されている｡

表3 地帯別農用地面積

(単位: 1000ha)

幽__
Kitchen Orchard &

幽

6.9 8.3

過
204.6 0.8 0.5 0.1

(Chhlkha, Ba, Paro, Samchi)

780.6 7.5 13.4 9.2

(Chirang. Daga. Pumakha, WaJldgiphodraLlg)

1,311.5 (;.9 11.1 1.7

(Bumthang, Sarbhang. Shengang, Tongsa)

l,026.3 6.2 11.0 6.9

辿

ni皿phu

Zone I

Zone Ⅱ

Zone IⅡ

Zone Ⅳ

TCrrju

0.3 4.9

0.4 2,4

0.2 2.3

(Lbuntsbi, Mongar, Pemagatsbel, Sa皿drupjongkhar, Tashigang)

1,327.0 5.4 18.9 14.9 0.0 0.3

22.1 57.4

ll.4 33.9

24.0 50.6

67.6 107.2

4.650.0 26.8 54.9 32.8 0.9

___旦,9__
1 3_2i9Lm

出典: statistical YeaIも00k of Bhutan, Agronomic survey undertaken by CentralStatistica1 0f{1Ce



(4)交通通信

各集落が山岳によつて分断されているため交通通信網の整備の必要性は極めて高い｡しかし､地形

条件が厳しく､山岳道路のため開発整備は遅れている｡現況の幹線道路は､中央部を西部のハ-から

東部のタシガンに到る東西路線とこれとインド国境を結ぶ南北の3路線が整備されている｡しかし､

雨季には､崩壊などによつて長期間に及ぶ交通断絶も度々発生する｡通信網の整備は日本国敢府の援

助によって現在進められている｡

(5)人口､労働力および人的資源

ブータン国の総人口は1990年現在約146万人と発表されている(StatisticalYearbookofBhutaJl, 1990) ｡

しかし､この総人口は信頼性に欠けるとされてきた｡第7次5カ年計画では､ 1990年現在の人口を6

百万人と推定している｡一方､人口センサスが実施され現在取りまとめ中である｡人口増加率は今後

とも2.5%以上が予想されており､ 1990年の人口を6百万人とすると2000年の人口は約8百万人弱に

月勤口すると予想される｡首都ティンプーには4 -5万人の人口が居住するブータン最大の都市である｡

首都以外の主な市街地はいずれもインド国境近くに位置するGaylegphug､ PhllntSholingおよびsamdrup

Jongkharである｡農村部は2-100戸､平均四十敷戸が1集落を形成し､ 1戸当りの平均家族数は8･5

人程度と推定される｡

人口のほとんどは農業に依存し､全就業者の約90%が農業に従事している｡その他の就業者は牧村

機関従事者､ビジネス建設業等その他の産業の従事者がそれぞれ5%程度と推定される｡ 1990年現在

の政府機関の全就業者数は表4に示すように合計12,000人である｡

表4 政冊機関雇用者数

些

953

421

Fernale Total

79 1,032

107 528

106 1,732

63 3 4,445

1 17 2,844

7 29

45 841

13 609

I
36 1,119

16 246

20 137

54 845

12 75

63 462

1.191 12.100

I,626

3,812

2,727

22

79(;

5 9(～

1,083

230

117

791

63

399

10,909

拠出聖里四壁聖吐________

Ministry of flome Affairs

Mimistry of Finance

Ministry of Comrntmication

Ministry of Social SeⅣices

Ministry of AgdculttLre

Secretariat

Agricdture

Animalflusbandry

Forestry

FcK)d Corporation of Bhutan

Ministry of Foreign Affairs

Ministry of Tde由d Industries

SpecialCoTnmissiol1

Other Non-Ministerial organizations

Total

出典: statistical Year如k of Bhutan 1990
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(6)政治行政

プ-タン国はワンチック国王のもとに王政を敷いている｡中央政府機関は図plに示すように国王の

もとに国会､司法機関､委員会などとともに7省が組織されている｡このうち農業省は農業､畜産お

よび森林の3局(Department)および農業省の管理下に独立組織としてブータン食糧公社が設立され

ている｡なお､ 1993年12月に農業省の3局は相互の関連を緊密にし､協力して行政と開発事業を進め

ることを目的として局制を廃止し､計画､試験研究/普及/澄渡,作物ノ畜産,森林の4部(Division)

制に改革された｡

地方行政は全国を18県(Dzongkba)に分割し､ここに県知事を任命し行政に当たっている｡ 18の県

はさらに191の郡(Gewong)に分けコミュニティから選ばれた郡長が県知事を補佐しながら郡内の行

政に従事している｡第7次計画では地方分権を進め地方の特色ある開発を進めるため､首都の位置す

るティンプー県以外を4つの地帯(zone)に統括した開発を進める計画としている｡

(7)農業生産

プ-タンの主要な農作物は､米,トウモロコシ,バレイショ､キビ､ソバ, ′小麦及び大麦などの食

糧搾物と換金作物として伝続的作物のカルダモンやショウガに加え近年増産が著しいリンゴやオレン

ジなどの果実類である｡水稲は､河川沿いの沖積低地とテラス田を利用して作付けられているが港慨

施設の整備水準は概して低い｡土壌や土地条件から生産性が低く､栽培技術水準が低いことから､収

量はいまだ低位の状況である｡澄渡施設が整備された一部の水田では麦等と組み合わせた2期作が行

われている｡トウモロコシ､ソバ,バレイショ等は焼畑を含めた傾斜畑で雨季の天水に依存して栽培

されている｡換金作物は主に傾斜地を利用して生産されている｡主要作物の作付け面積および生産量

は表5に示すとおりである｡

ブータンの食糧自給率は1988年時点において穀物で66%､食用油で20%とされているo厳しい地形

条件と交通網の発達の遅れにより市場へのアクセスビリティが困難なため生産物の涜通は少なく､多

くは自給自足的生産となっている｡

また､果樹などの永年作物の総本数は表6に示すとおりである｡植栽されている永年作物のうち主

要なものは温帯性果樹としてリンゴ､亜熱帯性果樹としてオレンジ､それに伝統的作物の香辛料作物

としてカルダモンの3作物であり､これらは農家の換金作物として､また､輸出作物として重要な役

割を果たしているo これらの3大換金作物の主な生産地はティンプーを含むZonelとzone2の西部,

中西部地域で､全国の約2/3を占めている｡



表5 農作物作付け面積および生産量(1988/89)

Crop搾d Area(ha) Production(ton) Yield(k如Ia)Sf9R_____

CeI℃als

Rice

Maize

V7heal

Buckwheat

64,630 L 59,449

182,850 100,136

25,100 11,981

32,560 10,734

Badey 12,930 5
, 697

Millet 32,3 10 1 1,398

‾Total 350,380 199,395

0血ers

Mustard 17,280

Potatoes 10
,370

Apple 4,554

0r皿ge 16
,238

Cada血Om 14, 126

Tota1 41 2,948

ll,398

5,178

4,692

2.573

920

548

445

330

441

353

569

300

2,996

出典: seventhFiveY飽rPlan

ほとんどの農家(95%)は牛を飼養している｡牛の平均飼養頭数は6-8頭､多い農家は30頭を飼

養しており,このほかに馬､豚､鶏等を飼養している｡これらの家畜はは農作業の役牛､運搬,厩肥

源､牛乳生産､肉等営農面､農民の栄養源さらに現金収入源として欠かせない｡その他,高地ではヤ

ク､羊などが多く飼養されている｡しかし､大中家畜の飼料は,主に森林や草地の革資源に依存して

いるため､過放牧による土地の荒廃が問題として提起されている｡飼養頭数の増加を抑制し,家古の

生産性を向上させる必要がある｡主要な家畜の飼養頭数は表7に示すとおりである｡

リンゴ､オレンジ､バレイシヨ､野菜類-､申ルダモンなどの換金作物は､隣国のインドやバングラ

デイシュに輸出され､農家の現金収入､国家財政の外貨獲得源となっているが､交通網の整備の遅れ

と市場涜通組織や施設の未整備のため価格の低迷や涜通過程における品質の低下が問題となっている｡

換金作物の流通は農業省の管理下でブータン食糧公社(Food Corporation of Bhutan･. FCB)が担当し､

オークションヤードの運営や一部輸出業務を行っているが､取り扱い量は少なく､インドのトレーダ

ーの影響が強く､生産者に不利な取引が多い｡また､換金作物の多くは生鮮物であるが､施設面の整

備がなされていないため貯蔵､運搬時の品質管理が大きな問題となっている｡



表6 永年作物の植栽本数

(単位: 1,000本)

Thimohu Zone I Zone ll

__Zone
Ⅱ【 Zone Ⅳ Total地+___

Temperate Fruits

Appl e

Apricot

Pe ach

Pear

Plum

Wahut

M angosteen

To tal

Sub･tropical fruits

Ora皿ge

Lemon

BaLlana

G uavas

M ango

Jackfruits

Litcbi

Papaya

Pers imm on

Total

Other Tree Crops

C ar°amom

Areconut

Tea

Tot al

出典:

49.7

0.8

2.0

1.1

0.5

55.3

4

0

1

0

6

6

3

1

7

9

93

1

7

2

0

109

6

5

6

8

8

2

13

4

29

13

3

65

1,148.3 504

74.5 9

86.7 182

9.3 25

3.3 2

3.1 3

1.328.5 729

5,610.4

262.9

4

9

3

0

4

2

8

1

8

2

3

0

2

47.0 31.8 235.5

0.7 3.2 11.1

5.9 32.4 77.2

3.5 7.8 28.2

0.8 5.6 11.i

1.9 17.4 19.3

2.4 2.4

59.9 104.0 393.6

762.1

23.5

286.6

10.4

9.9

4.0

3.8

3.1

1,112.9

5,318.3 4,054.5

347.3

8.0 2.8

⊥Z

StatisticalYeaI加x)k of Bhut打l, 1990

5.3

4.407.1

175.4

3.1

258.2

15.6

3.2

2.2

0.7

2.1

1.9

466.8

2,595.2

110.5

815.4

61.2

18.7

12.3

4.5

5.2

1.9

3,644.3

20.5 15,003.7

34.6 644.8

0.5 16.6

60.1 15.751.6

表7 飼養家畜数

(単位: 1,000)
Mitbus

Cattle Yak Cross Btユffalo Shee Goat Pig Horses Po111tZone/DzonEkha

Thi皿phu 5.8 8.5 0.5 1.6

Zone I (Chhukha, tla, Paro, Samchi)

Zone Ⅱ

Zotle ⅡI

Zone Ⅳ

Total

出典:

83.6 9.6 1.3 1.5

(ChiraJlg,Daga, Pumak血a, Wandgiphodrang)

68.3 5.3 4.9 1.7

5.5 13.9

15.8 13.3

(BumthaTLg, Sarbhang, ShemgaJlg, Tongsa)

67.7 6.8 5.1 l.5 15.8 2.6

(Lhuntshi, Mongar, Pemagatshel. Samdrupjongkhar, Tashigang)

78.1 6.9 34.6 9.1 2.7

4(;.4 4.7 47.8 32.5A

StatisticalYearbnk of Bhutan, 1990

2.3

14.4

14.4

7.7

24.4

63.2

1.0 2.5

3.3 54.4

5.0 44.3

3.6 52.1

13.2 57.4

26.1 210.7



(8)国家経済

ブータンの国内総生産額は､. 1980年から1989年の10年間に約1.9倍､年平均成長率は7･9%とはG珊

調な成長を続けている｡しかし,脆弱な社会資本装備､社会基盤や生産基盤の低い整備水準､恵まれ

ない自然条件や天然資源のため国の経済環境は今だ極めて厳しい環境下にある｡そのため､隣国イン

ドをはじめ先進諸国や国際機開からの援助が国家経済に大きな比重を占めている｡

農業部門の生産額が全GDPに貢献する割合は､表8に示すように1980年の57%から1989年の45%に

低下しているが依然としてて最大の割合を占めている｡

表8 国内総生産額

(単位: millio皿Nu‥ 1980constantprice)

主監主≦狂_____._.._______-____

Agriculture, Livestock,

Forestry皿d Fishing

AgriculttLre Proper

Livest∝k production

ForestJ7 &Legging

Fis血ing
-

Mining ard Quarqing

Manufacturing

Electricity雄d Gas

Constmction

Wholesale 良 Retail trade,

RestaurazltS鉦山方otels

Transportation, Storage all Commmications

Financlng, hstuance, Real Estate

& Business services

Commumity, Social & Personalservices

GOP Total

出典: seventhFiveYearPlan

1980 ま983
_19_86 _

i889___ S_hat_el%

621.4 742.2 881.0

309.9 368.9 436.3

139.2 155.4 177.4

172.3 217.9 267.3

6.8 8.9 22.2

35.8 62.9 71.0

2.5 6.0 6O.4

88.5 1 85.2 141.8

121.5 122.0

47.9 64.8

9

5

2

2

1

2

1

62.9

14.7

01.7

46.5

21.7

28.2

31.5

33.8

143.4 133.6

83.9 142.4

45.1

24. 1

9.4

ll.5

1.0

6.0

10.8

6.3

6.3

6.7

70.2 91.1 126.2 163.5 7.7

120.4 113.1 168.6 217.0 10.2

1,095.0 1,370.2 1,674.5 2,0_93.5
_ __呈旦0.Q

ブータン通貨ヌートラム(Nu.)はインドルピーと同価､連動性となっており､ 1993年12月現在の

為替レートは､ 1USSが約Nu.30である.

1.2 第7次5カ年計画

ブータン国は第6次5カ年計画に引き続き､第7次5カ年計画(1992-1997)を策定し､これを実

施している｡第7次計画では､国家の経済発展､国民の所得と生活水準の向上とともに伝統文化の継



桑や豊かな自然環境の保全も重視している｡

第7次5カ年計画では､開発計画の基本方針として次の6項目を掲げている｡

自立:食糧自給率の向上､国内産業活性化よる国産化率の向上,輸出用産品の量的質的向

上によって国際収支の改善を図り､経済的な自立を目指す｡

持続的開発と発展:開発による環境への悪影響を減少させ,天然資源の継続的活用を図れ

る環境保全型農業によって持続的経済発展を可能とする開発を目指す｡

民間部門の顎興と活用:限られた財政と人的資源のなかで､政何機関の軽量化とともに民

･間部門の活性化を図ることによって径済発展を目指す｡

住民参加と地方分権･:地方分権の強化､地域の自立化を目指し､開発の計画､実施段階に

住民が参加した地域の特徴に合わせた開発を進める｡

人的資源の開発:住民の保健衛生の改善､教育とともに経済発展を担う人材開発を進める｡

地域間のバランスある開発:全ての地域の国民が経済開発､保健衛生､教育などの恩恵を

得られるように地域間にバランスのある開発を目指す｡

畜産､林業を含む農業部門は､第7次5カ年計画のなかで持続的資源活用部門として取り扱われて

いる｡ 5カ年計画のなかでこの部門の現状の問題点を下記の事項をあげている｡

農耕地の不足および痩帝な土壌条件､未整備な農業生産基盤,土地制度の不備による低位生

産性

労働力の不足､農地の地形条件から農作業は重労働で､機械化が困難

集落が地形によって分断されており､かつ､道路網が未整備のため農畜産物の流通が困難で

ある｡また,涜通,貯蔵等の施設が整備されていない｡

飼養されている家畜に対し,飼料が不足している｡過放牧によって自然破壊の原因となって

いる｡

開発計画を策定すに必要な基礎統計数値の不足｡

第7次5カ年計画の農業部門蛙計画の目的を下記の4項目においている｡

一 食糧自給

- 換金作物の増産と輸出による外貨獲得

10_



-

農村住民の収入,生活水準､栄養水準の向上

- 持続的農業資源の利用

これらの目榛を達成するため下記の戦略を掲げている｡

プロジェクトの計画の策定と実施の統合化と強化

行政組織の強化

地方分権による地域開発の強化

農業生産活動と環境保全の統合,調和

具体的な開発計画としては,次の計画に優先席位をおいている｡

作物生産

試額研究､農業技術普及

優良種子の生産と配付､営農資材の配付システム

作物保護サービス

農業の機械化

畜産開発

林業

品種改良

畜産加工品開発

羊飼養改善

放牧草地開発

私企業開発

家畜栄養改善

試験研究および飼養技術普及の改善

植林

森林保護

森林管理

ll



野生生物保護

試験研究と技術普及

FCBの強化と民間の活用

輸出園芸作物の涜通整備,オークションヤード増設と整備

貯蔵倉庫の増設

12
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第2章 農業流通システム整備計画

2.1経緯および背景

この案件は､平成4年度にADCAによって第1回目の調査がなされたものである｡引き続き今回は

事業実施の具体化に向けて詳細な内容の協議と確認を行つた｡この計画の担当省となる農業省は実施

機関をブータン食糧公社(Food CorporationofBhutaJl: FCB)とすることを決定し､既に要請書の原案

を作成し大蔵省､国家計画委員会に要請書原案を提出している段階である｡

ブータン国は､国家開発計画において農業生産では穀類の増産によって食糧の自給を達成すること

ともに,換金作物の生産を振興し農家の所得向上と､輸出による外貨獲得に重点を置き経済的自立を

目指している｡ブータン国の主な換金作物は伝統的作物のカルダモンなどの香辛料と近年増産が著し

い果実類､バレイショ､野菜類である｡これらの件物はブータンの気候条件､即ち,標高差による気

温気象の多様性を利用した温帯性あるいは亜熟研生作物を生産し､近隣のインドやバングラデイシュ

の熱帯圏に輸出している｡

これらの作物のうち果樹や野菜の生産基盤の整備､栽培技術の試験と普及､種子苗木の生産技術に

は長年の日本の技術協力が大きく寄与したところであ‾り､生産性､生産量､生産物の品質において飛

躍的に向上してきた｡しかし一方､生産物の涜通面においては流通組織や運撒貯蔵などの掠通施設は

未整備のため生産物の優位性にもかかわらず市場価格の低迷,､品質の低下､商品化歩止りの低下等

が問題となっている｡

第7次計画では換金作物生産の振興を優先プロジェクトの1つとして園芸開発計画(htegrated

BorticulturalDevelop血entProject･.1EDP)を取り上げ､ FAOの融資のもとに計画を実行している｡この

中では,換金作物の増産とともに市場流通組織と施設の整備を重視し､流通部門のFAO専門家を置い

ている｡しかし､財政面から特に施設面の整備は進んでいない｡このような現状から､ブータン国政

府は日本国政将に換金作物を主とする流通システム改善計画を無償資金援助として要請しようとする

ものである｡

ブータン国で生産される主要な果樹は､リンゴとオレンジで､この2種実酌ま同国西部地域を中心に

生産されインド､ ′〈ングラデイシュに輸出され重要な外貨獲得源となっている｡リンゴは温帯性果樹

として標高2,000-3,000mの地帯で､オレンジはこれより低い標高1,000-2,000Inの地帯で生産されて

いる｡このはかにレモン､ナシ､モモ等も生産されている｡

野菜類は種類も豊富で葉菜類(キャベツ､ホウレンソウ､ネギ､コリアンダ-､アスパラガス)栄

13



菜煩(トマト､トウガラシ､かノフラワー､トマト､ナスビ､キュウリ､瓜類)
､根菜類(ダイコン､

ニンジン)
,塊茎類(バレイショ､タマネギ､ショウガ､ニンニク)など日本で見られる野菜のほと

んどが栽培され市場に出回っている｡これらの野菜はブータンが寒冷な冬季の数箇月を除き栽培が可

能である｡ブータンで生産された野菜は､平地のインドが野菜の端境期にあたる雨季に大量に供給さ

れている｡一方､ブータンの寒冷期にはインド倒から野菜の供給を受けているo

現在の生産量や流通量に関する倍額できる統計資料はないが､表6の果樹本数と聞き取りによる果

樹1本当りの収穫量から極めておおまかに生産量を推定すると表9のようにオレンジが6万8千1o皿､

リンゴが7千ton程度と推定さる｡また､ FAOのプロジェクトとして進められている園芸開発プロジェ

クトの担当者によるとリンゴの生産量は数年の内に1万2千tonに達すると予想してViる｡

表9 オレンジ,リンゴ､野菜の推定生産量

果樹絵本数

1000

2,595.2

235.5

(630ha)

(10,370ha)

果樹1本当り収穫量 推定総生産量

_____A____________上哩塾生_
35 68.1

40 7.1

(6toqnla) 3.8

(3torWha) 3 1.0

オレンジ

リンゴ

野菜類
バレイシヨ

注:生産樹齢の果樹は経本数の75%とした｡

これらの果樹や野菜等の生鮮農作物の地域内や国内流通のはとんどは生産者自身と民間の小規模な

淀通業者が担っている｡地域内消費用生産物の流通は､生産者自身あるいは小規模な集荷業者によっ

て､毎週定期的に開かれるウイクリ-マーケットに持ち込まれ販売される他､集落地の日常雑貨商店

に持ち込まれ販売される｡国内の取り扱い販売量は前者が圧倒的に多いと推定される｡

農産物の輸出入に関しては､ブータン-インド間の通商条約から全く自由で対インドへの正確な輸

出入量は不明であるが､ブータン国通産省(MOTI)の推計によると表10のようになっている｡最近年

め輸出額は入手できなかったが､オレンジが2千万Nu.前後の額に達している｡リンゴの輸出額は近

年急激に増加しており､ 1980年代初めの数百万N11.以下から1988には17百万NtL.にまで増加しているo

これらの輸出量はオレンジが2千-2.5千ton､リンゴが1千-1.5千ton程度と推定される｡

表10 主要農作物の対イ‾●ンド国への輸出額(milli｡nNu.)

年

オレンシ●

リンコ'

ハ●レイショ

1981 1982 1983 1984

17.2 21.6 3.6 14.4

0.1 2.9 0.5 3.5

15.6 8.5 5.1 11.9

1985 1986 1987 1988

13.3 17.6 19.7 24.0

6.1 5.1 8.9 16.8

16.1 23.6 23.2 31.3

出典: Statistical Yearbook of Bhutan, 1990
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また､インド以外の国への輸出額は表11に示すとおりである｡ 1992年の実績によればオレンジが約

1万4千ton､リンゴが約3千tonとなっているo インドを含めた全輸出量は､オレンジが約1万6千

ton､リンゴが4千-4.5千tonに達している｡この輸出量は全生産量に対して､オレンジで約1/4､

リンゴで60%強の量に相当する｡

表11主要換金作物および農産加工品の輸出金額(インド以外)

(1,000US古)

品目/輸出国/年 1989 1990 1991 1992

オレンジ

ハ●)9Lラデルユ

リンゴ

ハ●ンケ■ラデイシュ

スリランカ

計

マシュ)レ-ム

日本

タイ

計

果実加工品

八●げラデイシュ

シンが泰●-〟

日本

計

カルダモン

八●1/g'ラデイシュ

シンカ■ホー-ル

計

ショウガ

/(ン9'ラデイシュ

乾燥トウガラシ

八'./9'ラデルユ

レモングラス油

ドイツ

4,567 (348,100bx) 3,529

1,367 (2,475ton) 1,552

1,367

4

4

375

305

375

110

305

415

1,552

100

14

115

(177to皿) 530

(30ton) 84

(207ton) 6 14

(6ton)

(6ton)

1,960 (736,800)bx 7,126

1,580

1580

5

5

(3,130ton) 1,472

(8.6ton) 6

(3,138ton) 1,478

132 (16050ds) 108

132 108

6(i2

647

1.309

107

16

(173ton) 503

503

注: インドへの輸出を除く

出典: state Tradng Corporation of Bhlltan

これら農産物の放とんどはインドとの国境都市を通して陸路輸出されているo 国境交易都市は道路

網がインド側に通じるPhuntsholing, Geylegphugおよびsam血1PJongkharの3都市のみであるが､この

うち西部に位置するPhuntsholhgを通過する量が最も多く､全体の70%程度を占めていると推定され

る｡
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輸出については接とんどがインドの業者によつて支配されている現状であり､果樹の買い取り契約

や農家庭先での買い叩きなど生産者に不利な価格になることが多い｡また､生鮮産物の流通組織の未

発達､貯蔵や輸送施設が未整備のため予冷処理､低温貯蔵/輸送､価格安定のための出荷調整などは

行われておらず､品質管理や選果､梱包も極めてプリミティブな現状である｡選果､梱包等は取り扱

い業者が直接､人手による大きさ選別のみである｡梱包は木製籍を用いているo貯蔵面では貯蔵施設

が不足しているほか､リンゴや野菜の予冷や低温貯蔵は行われていない｡そのため､収摩､出荷期が

短期間に集中し取引価格の低迷､輸送中や貯蔵中の荷傷み率の増加､品質の低下が問題となつている｡

これに対し､換金作物の市場流通を担当しているFCBは､リンゴやオレンジのオークションヤードの

設置と運営､選果など品質管理の指導､ -部貯蔵を含む出荷調整などを行っているが,施設機材や担

当スタッフの不足などから効果を十分発揮するまでには到っていない｡ FCBが管理した競売量と取り

扱い量は､表12に示すとおりである｡

また,現状において､冷蔵､低温貯蔵施設が不足していること､冷蔵低温輸送施設が全くないこと

は､国内の日常生鮮食品涜通においても支障を生じている｡予冷ができないため品質の低下が著しく､

低温貯蔵ができないため流通期間が限られる､高温期には肉類の輸送貯蔵ができないためティンプー

やバロなどの市街地のマーケットにはほとんど肉類が出回らない､生乳は多くの農家で生産されてい

るにもかかわらず市場化率が極めて低い､山岳道路であるため災害などで度々交通網が断絶によつて

生活必需生鮮物や輸出用野菜､果実などのの輸送ができない､などさまざまな問題が生_じている｡

以上に述べたような流通の現状から､果樹や野菜を生産する多くの農家の保護､育成のため､生活

物資､とくに生鮮食料の安定供給のために市場流通システムの近代化整備を緊急に行う必要がある｡

農業部門の重点開発項目である園芸開発計画は生産面では種子､苗木の供給､栽培技術の普及､生産

物の品質向上によって増産と品賀の向上を進めるとともに､一方では生鮮生産物を含む市場流通面の

改善が必要である｡

このような現状から､ブータン国政府は日本政府に無償資金協力による農業流通システム改善計画

の実施の要請準備しており､早期の実施を希望している｡
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表12 ブータン食糧公社の換金作物取り扱い量

Commodity Year Auction 0

QtJaLltit

ration Total Pric e

Value Qu aLltit Value Qu antit Value

ton lOOONu.

Appl e 198γ88 781

1988/89 432

1989/90 292

1990β 1 94

199 1/92 688

1992/93 1
,40(;

1 993β4 499

Orange 1 987/88

1988/89

1989/90

1990/9 1

199 1/92

1 992/93

1993/94

LelnOn

Potato

1987/88

1988/89

1989/90

1990/9 1

199 1/92

1992β3

1993/p4

1987/88

19 88/89

1989/90

199qβ 1

1991/92

1 992/93

1993/94

Vegetables 198γ88

1988/89

1989/90

199qβ1

199 1/92

1992/93

1993/94

Pe ac九

1,637

1,544

1,981

3,275

14,181

96

148

47

27

9,992

14,308

13,881

9,886

13,196

12,423

14, 195

1,211

961

995

1,217

1104

3,837

1
,997

1,392

518

2,965

9,070

2.358

4,589

5,455

5,781

9,044

64,185

526

4,559

1,012

549

21,111

31,202

29,530

24,653

42,093

33,619

50,882

3,833

2,874

3,194

4,483

3.956

1992/93 0.3 0.9

1993/94 0.7 1.8

PluⅥ 1992β3 2.5 12.9

1993/94 0. 1 0.6

ton 1 OOONu.

185 968

160 775

33 309

818 2,461

392 923

69 123

32 70

ton 1 OOONll.

966

592

325

94

688

1,406

499

2,455

1,936

1,981

3,275

14,181

96

0

0

0

0

0

148

47

L27

9,992

14,377

13,881

9,886

13,196

12,423

14, 195

0

1,243

961

995

1,217

1,104

0

0.3

0.7

4,805

2,772

1,701

518

2,965

9,070

2.358

7,050

6,378

5,781

9,044

64,185

526

0

Nu.仲g

4.98

4.68

5.23

5.51

4.31

6.45

4.73

2.87

3.29

2.92

2.76

4.53

5.49

0

0

0

0

4,559 30.86

1,012 21.45

549 20.43

21,111

31,325

29,530

24,653

42, 093

33,619

50,882

2.ll

2.18

2.13

2.49

3.19

2.71

3.58

0

3,903 3.14

2,874 2.99

3,194 3.21

4,483 3.68

3,956 3.58

0

0.9

1.8

2.5 12.9

0.1 0.6

2.83

2.67

5.09

5.00

Note'･ Figures of 1993/94include auction from July 93 to November 93 (FisicalYear: July to June)
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2.2 計画の故要

上記のような涜通の現状から農業省は換金作物､特に果樹と野菜を対象とした農業流通システムの

改善を計画している｡

計画の目的:果樹と野菜類などの生鮮生産物の涜通､貯蔵システムを改善し､涜通価格の安定化､

品質の維持向上､短中期間の貯蔵を図ることによって､輸出による外貨獲得と生産農家の所得向上さ

らに国内の生鮮食料などの安定供給を図ることを目的とする｡具体的には､下記の内容とする｡

( 1 )流通貯蔵施設を整備し､換金作物の安定供給と価格の安定を図る｡

(2)予冷､低温貯蔵を行い､品質の向上を図るとともに出荷可能期間を長くする｡

(3 )選果機､梱包機を導入して品質基準の規格化と輸送性の向上を図る｡

(4 )貯蔵と運撒を兼用できる保冷コンテナーを導入して貯蔵性と輸送性を改善する｡保冷コンテナ

ーは､簡易で維持コストがかからないソーラーシステム型とする｡これは､貯蔵コンテナーと

氷貯蔵コンテナーの1対型とし､ソーラー電源を用いて貯蔵コンテナーの温度調節を行うシス

テムとなっている｡

(5)肉､野菜､生乳､卵など生鮮生産物の貯蔵､流通施設の整備により国内安定供給を図る｡

(6 )換金作物の市場淀通の整備を通して､生産者風合の育成を図る｡

(7)市場流通の施設整備,運営を通して市場調査や運営のノウハウ､技術の向上を図る｡

計画対象地域:果樹と野菜類の生産が多く､かつ､交通網の流通経路からインドとの交易が主に

プンチョリンに集約される西部地域の下記の6県を対象とする｡ブータン国輸出量の約70刻まプンテヨ

リンを経由していると推定される｡対象地域の範囲は見開き図｢農業流通システム整備計画位置図+

に示すとおりである｡

ハ-､パロ,ティンプー､チエカ､ブナカ､およびワンディフォドラン

計画の基本構想:計画の基本構想は図2に示すとおりである｡インドとの交易都市プンチョリン

(チエカ県)に涜通センタ- (Marketingcenter)を置き､他の5県に流通サブセンター(Marketing

Remote Centers) 5箇所を整備する｡
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図2 農業流通システム整備計画の構想図



流通センターは､市場調査を行うとともには各サブセンターと連絡網聾し競売の運営､貯蔵､出荷

輸送計画､品質管理,輸出のコントロールなどを行う｡

サブセンターは原則として当該県の生産物を集荷(生産者持ち込み)し､これを選果､包装､予冷､

貯蔵するととも貯蔵データ-をセンターに集約する｡センターの指令で輸送計画を行うQ

換金作物のはか,関連機関との協議し､肉､生乳などの生鮮食料や医薬品等の低温/冷蔵輸送や貯

蔵が必要な物資にも活用を図る｡また､冬季間には､温度なインドで生産された輸入野菜類の輸送に

も活用する｡なお､当初予定した屠場の整備は､ ADB融資による屠場整備がプンチョリンですでに先

行実施されているため､この計画から除外する｡

また､チュゾンにマーケットセンター,オークションヤードを設置し､各県から一括生産物を集荷

する案もあったが,協議の結果,下記の理由によりプンチョリンにセンターを､他の5県にサブセン

ターを整備する案とした｡

一 生産着自身がチエゾンのマーケットセンターまで連接する経費を負担しなければならな

い｡

- チエゾンに壮小さな集落しかなく､ここに施設を整備するためには､スタッフのための

居住施設の整備も必要である｡現在電気/水道などの施設もない｡

実施機関: 農業省の管理下においてブータン食糧公社がプロジェクトの実施主体となる｡ブ一夕

ン食糧公社はプンチョリンに本部を置き､ 1 )食糧等の調達とそれらの支持価格での配付, 2)換金

作物の流通と貯蔵施設の整備､3)食糧などの備蓄および､ 4 ) w下Pによる食糧などの貯蔵と配付

を目的として1974年に設立された政府機関セある｡理事会のもとにマネイジングダイレクタ-を置き

運営されており､管理/財政､運営､計画/事業の3部門を置いている｡運営部門のなかに換金作物の

担当は,競売場､輸出､冷蔵の各部署が置かれている(図3) ｡ FCBの総職員数は約400人である｡
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主要施設および機材:センターおよびサブセンターに装備する施設機材は､簡易,多用途,取り

扱いや維持管理が容易なものとし,かつ､取り扱い産物め質と量に対応したものとする｡また､今後

の涜適量や取り扱い量の増加に伴う施設拡充に柔軟に対応できるものとする｡予想される主要施設と

機材は次のとおりである｡

マーケッティングセンター(1箇所:プンチョリン)

オークションヤード(輸出換金作物の競売実施)

コンテナータ-ミナル(輸送コンテナー積み降ろし貯蔵)

集荷集積､選別､梱包ヤード

小型製氷機(冷蔵､低温貯蔵のための水供給)

コールドストア(野菜や果実の予冷､生鮮物資の貯蔵)

ソーラー保冷システム付きコンテナー(低温輸送および貯蔵兼用)

選別機(重量あるいは形状選果機)

梱包機(ダンボ-ル封商機)

フォークリフト(コンテナー､生産物の積み降ろし用)

車両(保冷庫付きピックアップ車,大型とラック)

事務所､車庫など

マーケッティングサブセンター(5箇所)

コンテナーターミナル(輸送コンテナー積み降ろし貯蔵)

集荷集積､選別､梱包ヤード

小型製氷機(冷蔵,低温貯蔵のための水供給)

コールドストア(野菜や果実の予冷､生鮮物資の貯蔵)

ソーラー保冷システム付きコンテナー(低温輸送および貯蔵兼用)

選別機(重量あるいは形状選果機)

梱包機(ダンボ-ル封函機)

フォークリフト(コンテナー､生産物の積み降ろし用)

一車両(保冷庫付きピックアップ草､大型とラック)
事務所､車庫など

概算事業費

日本国政府による無償資金協力で実施した場合の概算事業費は､表13に示すのとおりであり合計6

億6千万円(590万ドル)と推定される｡
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表13 農業流通システム改善計画の概算事業費

(千円 金額 千円数量 単

5箇所x 100

l箇所Ⅹ200

5箇所Ⅹ 300

1箇所Ⅹ450

5箇所x 100

l箇所x 150

6

20

6

6

3

3

6

6

6

6

2

単位

m2

1112

車庫

m2

m2

D12

m2

箇所

セット

セット

セット

項 目

1建物施設
建物(1)製氷室､冷蔵冷凍庫､事務所

サブセンター

センター

建物(2) 1次集積場､選果､梱包場,
サブセンター

センター

建物(3)コンテナーターミナル
サフセンター

センター

コンテナープラットホーム
建物施設計

2 保冷コンテナー(付帯機材含む)

3 供与機材

製氷機
冷凍機

選果機

重量選別機
形状選別機

梱包機

フォークリフト
5ton&
1.5ton&

車両
保冷ピックアップ事
大型トラック

供与機材本体計

供与機材の部品(本体価格の10%)
供与機材計

4 国際運撒費

5 その他(組立費用など)

合計

50 25,000

50 10,000

40 60,000

40 18,000

30 15,000

30 4,500

102,000

234,500

166,000

24,000

24,000

1,950

5,700

39,000

34,800

13,200

24,000

16,000

182,650

18,265

200,915

金額(1000USS)

223

89

536

161

134

40

911

____.且壁塑

1
,482

214

214

17

51

348

311

118

17,000

8,300

4,000

4,000

650

1,900

6,500

5,800

2.200

セット

セット

セット

ム

Eコ

ム

ロ

ム

Eコ

ム

仁コ

4,000

8,000

214

143

鷲
1.794

亘旦9

23

…

2,585

660,000

1400m3

5.893

相手国側事業費

1

2

3

土地造成

電気導入
フェンス

相手国側工事費合計

箇所

箇所

箇所

6 2,000 12,000

6 500 3,000

6 600 3,600

18,600

107

27

32

1(i6
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2.3 実施上の留意点と事業の効果

留意点

農業流通システム整備計画の実施に際しては､下記の点に留意する必要がある｡

(1 )現在FAOの援助によって進められている園芸開発計画(IEDP)の流通計画と整合させる必要

がある｡ IfIDPによる増産計画を基礎に流通改善の整備計画を策定するo

(2)民間セクターの活用を図る｡特に輸送は民間依託による効率化が望ましい｡

(3) FCBが取り扱う野菜､果実以外の生鮮食料(肉類､生乳､乳製品など)の流通は､それぞれの

所轄組織､取り扱い業者と調整することによって､保冷コンテナーなどの有効利用を図るo

(4)市場調査､貯蔵､品質管理などのノウハウや技術はまだ発達していないため､要員の確保と訓

練が必要である｡実施に際しては､専門家による技術協力を伴うことが望ましいo

(5 )換金作物の今後の増産計画に対応して取り扱い量が増加することが予想されるので､それに伴っ

て施設や機材が今後､授階的な拡充が可能となる計画とする｡

(6)ブータンでは農民組織はいまだほとんど発達していないが､乗出荷､選果,品質向上､運搬な

どを生産者自身が参加できる農民組織の育成が必要である｡

(7 )施設の維持運営費は､取り扱い生産物の手数料で賄い､ FCBの独立採算性を確立する｡

重畳

この事業の実施によって下記のような効果が期待できる｡

( 1 )輸出換金作物の安定的供給と価格安定

(2)品質向上,長期保存､出荷時期調整等による輸出価格の上昇

(3)野菜､果実､肉､生乳などの生鮮食料の国内安定供給

(4 )生産者組合などの農民風織の発達

(5 )雨季道路不通時の一時的農産物保全
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第3章 農業資源総合開発計画

3.1計画の背景および必要性

ブータン国は国民の紬o%が農業に従事し､農業部門は国内総生産の約50%を占めている｡しかし､

国土は急峻な山岳地形からなり平坦地が少なく農耕適地が限られているうえ,生産基盤整備の遅れ､

農業技術普及が全国に浸透していないため､生産性が低く､食糧の自給は穀物で66%程度とされてい

る｡農家の揺とんどは,伝統的営農方法による自給自足的農業経営に依存しており､所得水準は貧困

で､生活環境､保健衛生,栄養摂取の水準は低位である｡さらに人口増加は､無秩序な農地の開発､

家畜の過放牧による森林の荒廃を招き､山岳国特有の多様で貴重な自然環境にさまざまな影響を与え

始めている｡

このような状況においてブータン国政府は､第7次5カ年計画で経済的自立と環境保護を前提とし

た持既的発展を目的とレている｡その中で農業部門は新種作物､畜産､林業の各部門を総合した持続

的天然資源活用部門(Renewable Natural Resou1℃eS Sector)として､食料自給および換金作物の増産と

その輸出による農家収入の向上､農村の生活水準の向上､外貨獲得を目標としている｡さらに､開発

を進めるにあたり､地域の自然環境､土地､水､人的資源に適応した環境保全型農業の推進を目指し

ている｡限られた資源のなかで､そのポテンシャルを最大限に活用し,農業の持続的発展を図る方帯

を創出するため､農業生産において作物栽培､畜産,林業間相互の有機的結合を深めるとともに､地

域の特性を生かした農業生産システムの構築を目指している｡

農業省は､国内の代表的生産システムとして下記の6種の生産システムをとりあげ環境保全を前提

とした総合的な生産基盤整備の推進および近代的営農方法の確立と普及を計画している｡

(1 )水田農業:河川渓谷沿いの平坦地や山鹿凄斜面のテラス水田で栽培されている水稲の増産と

作業の効率化を目的とし､潜概施設の整備,優良種子の配付､肥料/農薬の供給､営農資材

/生産物の貯蔵庫整備､藩慨技術/栽培技術の普及､農作業の機械化､農道の整備､洪水防

御､年2作(裏作は畑作物)による作付け率の向上などを実施する｡水田裏作の畑作物と

して穀類のはかに野菜等の換金作物､豆科作物や緑肥を導入し､農家所得､土地生産力の

向上を図る｡

(2)畑作農業:主に傾斜地で営まれている畑伸展業を対象として,食糧,換金作物の増産､農家
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所得の向上とともに土壌侵食の防止,自然環境の保全を目的とする｡優良種子の配付､肥

料農薬など営農資材の供給,営農資材/生産物の貯蔵庫拡充､栽培技術の普及､適作物への

作付け転換､アグロフォレスト､生産物/営農資材運搬用の農道､吊り橋等の整備､土地/

土壌保全対策､環境保全のため畑地開発可能地と森林区域の土地利用規制,苗固/飲料水/

家畜用水等の′ト規模水源開発､畜産との連係により堆厩肥の供給および畜力を有効利用す

るための小農機具の改良などがあげられる｡

(3)林業:森林資源､自然保護および林産物の増産を目的とする.林地保全､砂防､植林､苗園

整備､造柵伐採#出､有用樹種の選定､家畜や薪炭採取の立入制限林の設定､コミュニティ

フォレストの運営､森林管理､キノコ(椎茸､松茸)栽培､レモングラス抽などの生産､

飼料木/林床革資源の畜産利用､林牧利用の改善,森林/林産副産物の農地利用､薪炭林育

成､作物生産/果樹園芸/畜産の土地利用を環境保全を前提に合理的に整合させる｡

(4)畜産/草地農業:畜産物の増産によって農家所得と住民の栄養改垂を図る｡草地改良による牧

養力と栄養価の向上､優良品種導入による家畜の生産能力の改善､家畜衛生改善､飼養技

術の普及､過放牧による土地荒廃の回避､糞尿の圃場遼元､屠場/生乳などの畜産物の流通

改善および加工(皮､羊毛等を含む)考行う｡

(5)果樹:温帯/熱帯性果樹の増産と輸出によって農家の所得向上と外貨獲得を目的とする｡温帯

/熱帯果樹/カルダモンの苗木供給､作物保護､品種改良､栽培技術の向上､運撒用ケーブ

ルや傾斜地用作業機械の導入による労力の磨滅､選果/梱包機材の整備ノ低温貯蔵等による

品質の向上を図る｡

(6)焼畑農業.･伝統的に行われてVlる焼畑農業が人口の増加によって焼畑のサイクルが短縮され

た結果,土地の荒廃や生産力の低下を招いている｡土地利用方式の改善,環境保全と土地

生産力の再生機能を前提とした栽培方式に改草するo

これらの生産システムを総合的に発展させるため､農業省は全国を4つの開発地区にわけそれぞれ

の地区で環境条件に適埠した地域開発計画を進めるとともに､地区の代表的な営農システムを取り上

げた試験研究と農業技術普及を担当する農業試験/普及センターの設立を計画している｡ 4地区の主要
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生産システムとセンターの予定地は下記のとおりである｡

開発地区

西部開発区

中西部開発区

中東部開発区

東部開発区

主要生産システム

果樹､園芸

藩概水田

林業､畜産

畑作､焼畑

センター予定地

ティンプー(ユシバン)

ワンデイフォドラン

ブムタン

タシガン(カンガ)

この計画は､農業技術の普及体制の強化と下記のような試験研究機関の再編によって効率的効果的

研究の推進を目的としたものである｡

Agriculture Research Center (ARC)
,
Yusipang

Livestock Pro血ction ayI Research Center (LPRC) ,
Serbithang

NationalPlant Protection Center (NPPC)
,
Simtokha

Forest Research Division (FRD)
,
Taba

Farm Mechanization Research許d Prototype Developrnent Unit (AMC) ,
Paro

Center for Agricult1沢Research ar° Development (CARD) ,
Wangdiph血Ig

Forest Research Center, Bumtha

Livestock血Ftxkkr PfductiorL ar° Research Center (LFPRC) ,
Bumta

RNR Reseazch Sub-station, Lingmethang

Agriculture Research Center (ARC) ,
Khangma

R地r Research Station, Pemagatshel

Agriculture Research Sub-station (RNRRS) , Bhr

ブータン国農業省は､上記の環境保全型農業の発展を推進するうえで､月本国政府に対し計画の試

験研究/農業技術普及センター設立に際しての技術協力と施設整備に関する経済協力を要請したい意向

であった｡これに対し､調査団は,これらの試験研究や普及強化の必要性も十分理解できるが､今後､

環境保全型農業開発を進めるうえで前提となる現状の問題点や開発のポテンシャルが定量的､具体的

に明らかにされていない現状であるため､前段階として農業開発の可能性と方向性を明らかするたの

農業資源総合開発計画調査の必要性を提案した｡この調査のなかで､中長期を目標とする具体的な農

業開発計画を策定し､これに沿った計画の実施と農業技術普及や試験研究の推進が必要であり､調査

計画のなかでは､農業技術の普及計画をコンポーネントの1つとすることを提案した｡この協議にお

いて､農業省の担当者は､実施方法につて省内で協議することを確認した｡
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3.2 計画の内容

(1)計画の目的

全国を自然条件､社会条件から特徴づけられる地域に区分し､地域別の農業開発資源のポテンシャ

ルを調査し､それをもとに環境保全型農業の発展と生産方式の確立を目的とした農業総合開発計画

(マスタープラン)を策定する｡マスタープランのうち､優先度の高いプロジェクトについてフィジ

ビリティ調査を実施する｡マスタープランで対象とする地域および生産システムは下記のとおりであ

る｡

対象地域

パロ､ティンプーを中心とする西部地域､

ワンデイ､トンサを中心とする中西部地域

ブムタンを中心とする中東部地域

タシガンを中心とする東部地域

生産システム

各生産システムの開発計画とともに生産システム相互の有機的結合を図る計画とする｡

水田農業

畑作農業

畜産

果樹園芸

林業

焼畑農業

(2)現状の把握と開発のポテンシャルの調査

信頼のおける統計数値や計画に必要な基礎祭値が不足しており､今後のデータ蓄積､処理方法の技

術移転にも重点をおいた下記の調査を実施する｡

地形､地質,土壌

土地利用
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自然環境保全の現況



土地所有

生活環境

農業生産

畜産

農業機坪化

農民組織

市場､流通

人口､労働力､人的資源

農家経済

営農

生産資材の供給

農業試験研究､技術普及

農畜産加工

これらの調査は､下記の項目に重点をおく必要がある｡

土地資源:土地利用(土地資源を的確に把捉するため､衛星画像を活用した土地利用､土

地の兼廃度､環境保全度の調査を行う)
,土地生産力の枕定と生産力向上対策

水資源:地表水を主とする水資源量の調査､既存資料が未整備な現状から河川涜量の観測

体制の整備にも重点を置く｡濯概,農村給水の開発可能性調査

人的資帝,社会経済条件:現在行われている人口センサスを基礎に,将来人口､労働力､

食糧需要等を予測し､土地資源や水資源から労働力の需給バランス,食糧自給の可能性

を検討する｡現状の社会システムからブータン特有の開発方式

(3)農業総合開発計画の策定

マスタープランでは下記の計画を策定するQ

土地利用計画

濯慨計画

農業生産計画

環境保全計画

農村給水計画

革業技術普及計画

実施計画

事業評価
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水資源開発/利用計画

土壌保全計画

畜産開発計画

農道計画

市場涜通計画

生産資材供給計画

概算事業費の積算

環境影響評価



(4)優先プロジェクトのフィージビリティ調査

マスタープランのうち優先プロジェクトについてフィジビリティ調査を行う｡

3.3 相手国政府の対応と実施上の問題点

前述のように､ブータン国農業省は当初､農業総合開発を推進するため,農業部門の試験研究機開

と農業技術普及センターの整備計画を日本国牧村の無償協力として要請する意向であったことから､

総合開発計画調査の実施についての態度は未定である｡試験研究/農業技術普及センター整備計画を含

めて農業省内部で調整協議することになっているo また､このセンター整備計画に対してスイス国政

府が4箇所のうちの1箇所のブムタンについて経済協力をおこなう意向を表明しているとの情報もあ

る｡

開発計画を策定するうえで､基礎的数値が極めて不足している｡現状の問題点を把握するために､

客観的データの収集とデータの妥当性を判断が重要である｡そのためにはランドサットデータの活用

は不可欠である｡
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添付資料- 1 調査団員の経歴

氏名

生年月日

本籍地

現住所

学歴

専門技術

職歴

石川 尚

昭和17年5月6日

北海道

札幌市豊平区西岡1条8丁目2_1

北海道大学 農学部 農芸化学科 昭和41年3月卒業

農業

昭和41年4月

昭和54年4月

昭和58年4月

昭和62年4月

平成2年4月

平成4年4月

- 昭和54年3月

- 昭和58年3月

- 昭和62年3月

- 平成2年3月

- 平成4年3月

- 現在

北海道開発コンサルタント(秩)農業開発部技師

同社 農業開発部 主任技師

同社 農業開発部 参事

同社 海外事業部 次長

同社 海外事業部 参事

同社 海外事業部 参与

業務経歴 日本国内の農業開発計画およびネパール､パキスタン､ビルマ､フィリピン､ ドミニカ,

コロンビア,ホンデュラス､中国､インドネシア､マレイシアなどの農業開発網査に参加

氏名

生年月日

本籍地

現住所

学歴

専門技術

職歴

三部 信雄

昭和33年2月28日

北海道

札幌市酉区西野2条5丁目5_5

北海道大学

北海道大学

農業土木

昭和58年4月

昭和62年5月

平成2年4月

農学部 農業工学科 昭和56年3月卒業

農学研究科 農業工学専攻 昭和58年3月修了

- 昭和61年4月 北海道開発コンサルタント(秩)農業土木部技師

- 平成2年3月 同社 海外事業部 技師

- 現在 同社 海外事業部 主任技師

業務経歴 日本国内の農業開発計画およびネパール､インド､タイ､ドミニカ､スリランカ､

マレシア,インドネシアなどの農業開発調査に参加
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添付資料- 2 調査日程

日数 月 日 曜日 行程 事 項 宿泊地

1 12月11日 土 成田-ハ●ンコク (TG641)移動 バンコク

2 12日 日/(ンコケーハ●ロ (KB106)移動 バロ

3 13日 月 ハ■ローティンフ●- (車両)農業省表敬､ ｢農業流通+打ち合わせプンチョリン

-7.ンチョル 移動

14日･火 (車両)食糧公社打ち合わせ

食糧公社7-ンテヨリン施設､オークションヤイ調査

野菜,肉類市場調査

プンチョリン

15日 水 7●ンチョ7))-ティン7'-. (車両)屠殺場建設地調査

移動

ティンプー

16日 木 (車両) ｢農業流通+関連機関会議 ティンプー

｢農業資源総合開発+打ち合わせ

JOCVブータン事務所表敬､稚告

17日 金 ティン7●--ワンデイ (車両)ワンディ､フ■ナカ7●ロシ●ェクトサイト調査ティンプー

-

7■ナカーティン7■- CARDワンディ､ ARCユシハ■ン視察視察

18日 土 テル7●- -八一ロ (車両)ティンプーマーケット調査 バロ

移動

9 19日 日 (車両) Jl●ロマ-ケット調査､AMC､ NASEPP視察 パロ

10
- 20日 月 ハ●ローデT)- (KBIO7)移動 デリー

在デリー日本大使飽表敬､報告

11 21日 火 デリー
-

JICAデリ-事務所表敬､報告 機中泊

(AI302)移動

12 22日 水 一

成田 移動
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添付資料-3 面会者リスト

1 htegrated tlorticulture Development Project(IHDP)
Mr. T.R. GuruTlg

Mr. ∫.M. Amolt

Mr. Peter Twyford-Jones

Mr･ Rimzin Do-ji

2 Food Corporation of Bhutan (FCB)

Mr. B.B. Rana

Mr. KamalNeopanay

Mr. KinzyTshering

Mr. Nacktung

Mr･ Rinchen Tshering

Mr. Zeko Dorji
Mr･ Desang Dorji

3 Minls呼Of Agriculture (MOA)
Dasbo Leki Dorji
Mr. M.K. Rai

Mr･ Choni Den血p

Mr. Tseter Ragay

Mr. Pirthiman Pradhan

Mr. D.B. Ra主

4 Planning Commission

Mr. Kunzang Norbu

5 Ministry of Finance (MOP)
Mr･ Karma W･ Penjer

6 Minis呼Of Trade & hdustry (MTI)
Sonam Wangchuk

7 JOC∨ Bhutan Coordinator Office

Mr. Tomoaki Tsugawa (*Jrr

ProjectManager (MOA)
FAO TeamLeadeI沖Iorticulturist

FAO Marketing Specialist

Post BaⅣest Specialist (MOA)

Managing Director

Deputy Managing Director

Joint Managing Director/Administration

Joint Managing Director/Cash Crop

W80 NatiorlalProjectManager/Gerleral Manager

Tbimphu Regional Director

Senior Manager

Deputy Mi血ster, MOA

Director of Crop and Livestock Division

Pla-ing Officer of Policy Planning Division

Policy Planning Division

RNR Research Coordinator,

Research, Extension & hgation Division

Joint Director of Research, Extension & higation

智明) coordinator of JOCV

8 在インド日本国大使館

Mr. tlajimeMatsuo (松尾 元) Firstsecretary

9 国際協力事業団インド事務所

Mr. Minom Sasago (笹子 実) Resident Representative

Mr.MasahiroNomura (野村 昌弘) De uty Resident Representative
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添付資料- 4 収集資料

No. Title

1 Seventh Five Year Plan (1992 - 1997),
Planning Co血mission (Dec., 1991)

2 Statistical Yearbook of Bhutan 1990,

Central StatisticalOffice, Planrling Commission (Jul.,1991)

3 Bhutan Research Sb･ategy and Plan: The Renewable NationalResource Sector

MOAJISNAR (May 1 992)

4 RNR Research Operational Plan i992 - 1997

MOA (Jun.,1993)

5 TY)e Apple lrldustry: flowLeng Can a Good Market Last?

Kuensel (Sep. ll, 1993)

6 Apple Surplus! NowLet■s sell it.‥

agriculture Newsletter (Jul./Aug.,1 993)

7 Bhutanーs Research Needs and Priorities for the Management of Natural Resources:

A Small Country.s Pe岱PeCtive, P. Pradhan, RNA Research Coordinator

8 Report on the Agriculture M.achinery Center, Paro

9 National Seed and Plant Production Programme (NASEPP)
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AGENDA 4

TERMS OF REFERENCE

FOR

THE BASIC DESIGN STUDY

ON

AGRICULTURAL MARmING SYSTEM IMPROVEMENT PROJECT

IN

THE KINGDOM OF BHUTAN

1. BACKGROUND

Agriculture is the most important sectorinBhutanoccupying 45 9ちof the GDP･ 90 %

of the population are engaged in agriculture-related sectors･ The target of the national

development policy is ”Increas占ofthehousehold income and the GDP in order to enhance

Eke living standard”, which is a basic concept of the Seventh Five Year Plan (1992/93 -

1996/97).

ne maintargets of agriculturaldevelopment are:

i) Self-sustenance of major
food,

ii) Promotion of introduction of cash crops to enhance farmers'income and living

standard, and

iii) Effectiveand sustainable development of agricultural resources･

Two major COnStraints are pointed out in agnculture of Bhutan･ One i5 the low

productivity,and the other is the low farm-gate price which is mostly controlled by privated

!r.acdiea;ShfTs;rupcrtoud,:?taigv[gu;il,1albeini:tp;…Leldcebs7
eTcTSahtiecdh?sevbeeliOnPgmuenndteLaagkr:Cnunu;aalna.nueprogrammes･ However, the marketing system for farmers has not yet been established due to

lack or less experiences of inter-regional trade of agricultural products･ Consequently･ the

agricultural market is being controlled by private traders,andthe farmers are forced to accept

low fm-gate pnce5･

Tbe improvement of the marketing system will raise the market value of the present

products with comparatively low cost, and realize a quick return･ With thisinmind･ this

project
has been desired to be implemented in the early stages･

2. TIIE PROJECT

(1) Objectives

Ⅵ1e aim of the project
is to improve existing marketing system and establish a farmer-

oriented marketing system in order to raise farmers.income and living standard with a less

investment and a quick retum. ¶1e followlng points will be focused to achieve the objective;

- Improvement of infrastructure related to the marketing system
- Quality control of agricultural products in marketing processes
- Securlng Sufficient storage to realize timely forwarding of products and maintain

target market price for export as well as temporary storage in case of transport

interrupt10n
- Stable supplァof agncultural products for domestic demand uslng the improved

marketing system for imported agncultural products
- Establishment of farTnerS. Organization for marketing
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AGENDA 4

- Formulation of operation arld management system of the proposed marketing

SyStem

(2) Projectarea

¶le
Projectarea consists of five (5)districtsinwest Bhutan, namely, nlimphu, Paro,

Puunakba, Haa, and Chbukba.

Economic activities in Bhutan are mostlァconcentrated in血ese westem districts

because of comparatively well-Tnairltained social infrastructures, such as road networks and

communicatior) systems. Hence, the projectwill be formulated as a demonstration in this

westem reg10n･Asfor the remalnlng regions, marketirlg Systems for particularproduction

systems will be establishedincoordinationwith development of social infras打uctures･

(3) Targetpr∝1ucts

Target products for the proposed marketing system are mainly composed of cash

crops, such as apples, oranges, vegetables and meat･

Food Co叩Oration of Bhutan (hereinafterrefe汀ed to a5 ”FCBりis dealing with basic

agncultural commodities of rice, wheat, sugar, salt, oil･ etc･ The marketing system for target

products Will be fo-ulated in reference and coordination to the system of FCB･

3. SCOPE OF WORK

nLe basic design study shall cover the followmg components

i) Collectior), review and analysis of data and information related to (he marketing

syStem

ii) Formulation of basic concept arid strategy of the proposed Tnarkefing system

developmen t

iii) h situ survey for related structures

iv) Basic design of related structures listed in the following:

- Marketing centre for collecting and delivenng agncultural products
- Auction yards

- hfrastructure for the facilities, such as access roads, water supply, electric supply,

etc.

Ⅴ)
Selection of equipment to be procured, Such as:

- TnユCks to ca汀y COntainers
- Forklifts to load the containers on the tmcks
- Containerswithcooling facihties

- Grading equlpment
- Packing equlPrnent
- Tele-communication system between

major
facilities

-0也ers

vi) Cost estimate

vii) Fomulation of implementation schedule

viii)Reparation of O&M management guideline consisting of:
- O免M manual for the facilities

- System operation lnanual
- Recommendation on farmers'and governmental orgaJli2:ationsinrelation with the

markethg

ix) Preparatior1 0f reports
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AGENDA 4

4.

(1)

(2)

REP ORTS

¶-e following reports Will be preparedinthe course of the study

%cSi;2n.Fees?esat the begiming.f the study

Fie&R(e2S;Hc｡piesatthe end.f the field sbdy.

(3) DraftFinalReport

Thirty (20) copies at the end of the home office study

(4) FinalReport

¶1irty (20) copieswithin oTle month after the receipt of the Bhutanese Govemmeflt-s

comments or) dle Draft Final Report･

5. TIME SCI‡EDULE

TYle Study will be carried out ir) accordance with the schedule as attached herewith.

The studyperiod will be seveIl months.

TentatJ've Time 5ch6duJe

De5Cription

Conぅ8Cutiv6Month5

15t 2nd 5rd 4th 5th 6th

Study It

Reports Ⅴ
LC/氏 FD偲

I

∇
DF/良

∇
F/氏

Field Work

Home 0冊cβ ㌧〉ork

lC/R :

FP/R :

PF/R :

F/氏

Inception Report

Field Report
Draft Final Report

FL'na=ミ8POrt
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AGENDA 5

TERMS OF REFERENCE

FOR

MASTER PLAN STUDY

ON

RENEWABLE NATURAL RESOURCES DEVELOPMENT PROJECT

IN

THE KINGI)OM OF BHUTAN

1. BACKGROUND

Agriculture is the most important sectorinBhutan occupyirlg 45 % of the GDP. 90 %

of the population are engaged in agnculture-related sector5･ Most famlng lS Subsistence,

involving highly irltegrated farm1ng Systems, With crops, livestock, and forest components

totally iLldependent on one another.Tile maiLI COT)Straints to development in this urluSual

envuonment are:

-

topography and limited land;

- limited structural, b･ained persormel, andinstitutional capacity to absorbinvestment;
- difficulty of communication, travel,and access to markets･

Bhutan has traditionauy been self-sufficient in cereal production and, in the past,

exported small surpluses to Tibet. However, the output of food grains has not kept pace with
increasing demand for four main reasons:

-

rapid grow山inpopulation;
-

e.mergenceof an urban non-farmhg comTnunlty;
- nse lnper CaPita food consumption;
-

significant change5infood consumption patterns

b due consideration of the recent food demand and supply situation, it is urgently

needed toincrease the agicultural production by applyingintensive agnculture for optlmlZmg
limited land伽man res.ources･ The prerequisite to cope with this requlr.ement is thus to

evaluate development potential of renewable natural resources, to examlne development

possibility from the technical viewpoints, and to establish an action programme1

2. OBJECTIVES

Tbe airrlOf this study is to identifydevelopmentptential of renewable natural resources

inBhutaJl･ To support this, prlmary Objectiveshave been made t光1ow:

(1
)?,y?諾a.t,echd;vdeEiodP;le:I.£1P.t:,nftta,1u?f

,p:S.d,ua7:iaonnd
SbyggenP(SsISohmE[3s;nugrn)?f

wetlan d
I

(2) to formulate the Master Planor)也e development of renewable natural resources.

(3) to identify
projectswhich willgiveshape

to ale development potential according to ale

Master Plan, and togive priority to the projects･

(4) to carry out a pre-feasibility study for the high-priorityprojects

(5) to prepare?ction programmes for renewable naturalresources development･
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AGENDA 5

3. SCOPE OF WORK

The studywill consist of followhg two phases: Phase 1 shall cover study on evaluation

of development potentialand formulation of the Master Plaf), Whereas Phase II shall cover pre-

feasibility studies or case studies for high-priorityprojectsand an action programme･

3.1 Phase I

(1) Collection and review of the existing data andinformation, survey and investigation on;

i) Natural condition (topography, rrleteOrOlogy and hydrology, geology, soil,

誠)宝yiSfaolgce.Oiod%!h
(p.,｡1ati.n,.md ｡wn｡血i,),

iii) Agriculture (farm management,
land use, land holding. crop production, agricultural

iv)

Ⅴ)

vi)

(2)

(3)

1

ll

liz

iv)

Ⅴ)

3.2

(1)

¢)

(3)

inputs, storage facilities),

Agriculturalinfrastructure (imigation and drainage system, farm land conservation,

farm
road) ,

Agro-economy (marketing system, farrnersrincome and productivity, agricultural

credit, fa-ers'organizatiorl, eXtenSi?nservice, cottage-industry),
Socialinfras机1Cture (ruralelectrificatlOn, COmmmication, drinking

water),and

Identification of development potentials and formulation of the basic development

COtlCept

Fomulation of the Master Plan for the renewable natural resources development

consisting of;

Development policy of the renewable natural reso∬ces

Agicultural production pro二?otionplan (crops･livest∝k･forest)

r:oe;d:sCLu,eliteeucsrS:fin::ffeiaSn;Tc.!nYer;elS:uSpp(.reyo,,:;I:enn三.p:,”.:i”w]agtaet:sohne三ys:a:=eln:?afda::.aa:
corlSOlidation, etc.)
Regionalmaster plan and action programme (research,operation arid maintenance,

extension, management, etc)

Pha5eII

Identification of the development projects
in the studyarea according to the Master

Plan.

Selection of the development priority projects

Execution of a pre-feasibility study or a case study on development priority projectsin
the studyarea･

4. REPORTS

¶1e following reports will be preparedin血e course of the study

(1) hceptionReport

TweTltY (20)copies a‖be beginning of the study

(2) ProgressReportI
Twenty (20) copies at die end of the Phase I field study･
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AGENDA 5

(3)
%eee?y?2e.%pi6at the end of the Phぉe lsbdy.

(4)
Twoegrn;s(2R.e)%npIItat the end.fth｡ Phぉe Ⅱ field study.

(5)

TbwSin(2aloPce.Ss
at the end ｡f也e拙鮎e Ⅱ home.ffice study

(6) FinalReprt

Twenty (20) copies withintwo month after the receipt ･of
the Bhutanese Govemment's

comments on the Draft FinalReport.

5. TIME SCIIEDULE

Tne study will be carried outinaccordance with血e schedule as attached herewih. The

study period will be seven months･

Tentative Time 5ch8dule

Con58Cutive Mor7th9

D85Cription 1; 2; 51 41 51 6- 7; e':9;10: 11112:15;14:15:16王17-181 ] [ I ] l

t I l ] I I I J ) I J [ ] ] ) ] l

I I l l 暮 I I J I I l ] l I

Stu dy

I

司
ph｡5βl → 寸-ph∂らβ‖→

R6POrt5
lC爪 官R.

.TYR F/Y”DyR FVR

Fi8td Work

Home 0用cβ'Work

lC/R

㍗/R

IT/R

P F/冗

F/R

Lnc6Ption Report

Progr6ら5 Report

[nt6rim Report

Draft FinaJ Report

Final R8POr亡



添付資料-6 現場写真
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FCBプンチョT)ンのオークショ

ンヤード/調整市場の倉庫

Ⅵ甲P援助の食糧等を貯蔵している

同上のオークションヤード

あよび冷凍庫を付帯した倉庫

同上倉庫内那のの冷凍庫

冒しE/L



FCBプンチョリン季節的

に開設しているがオレンジ

のオークションヤード

同上での撒入した農家と

トレーダーの取引

オークションヤ-ドへの

生産農家生産農家による

オレンジの撒入

慧転_-∴⊥鮎.,.

g1..,L_妻撃._!･=草野･.汚

垂こ_
:,ニー-i_
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ティンプーの定期市

の野菜類

ワンディ付近の農地と

植生

ユシバン(ティンプー)
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